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5 経費の内訳

交付金
市町村
費等

運用益 計
継続特別事業の
内容

規模・
数量等

事業費
基　金
処分額

円 円 円 円 円 円 円

54,610,000 0 0 54,610,000 小学校7校 0 0 54,610,000

中学校1校

150,000,000 0 269 150,000,269 小学校7校 9,156,848 9,150,000 195,460,269

中学校1校

50,000,000 0 60,332 50,060,332 小学校7校 61,117,000 61,117,000 184,403,601

中学校1校

50,000,000 0 214,139 50,214,139 小学校7校 64,482,000 64,482,000 170,135,740

中学校1校

50,000,000 0 255,203 50,255,203 小学校7校 64,942,000 64,942,000 155,448,943

中学校1校

50,000,000 0 233,173 50,233,173 小学校7校 64,414,000 64,414,000 141,268,116

中学校1校

50,000,000 0 211,902 50,211,902 小学校7校 70,487,000 70,487,000 120,993,018

中学校1校

50,000,000 0 181,489 50,181,489 小学校7校 68,369,000 68,369,000 102,805,507

中学校1校

25,000,000 0 154,208 25,154,208 小学校7校 66,218,000 66,218,000 61,741,715

中学校1校

0 0 92,612 92,612 小学校7校 64,370,000 61,834,327 0

中学校1校

529,610,000 0 1,403,327 531,013,327 533,555,848 531,013,327

事業の名称： 馬毛島基地（仮称）関連再編関連特別事業（教育・スポーツ及び文化の振興に関する事業：学校給食事
業基金）　

継 続 特 別 事 業 の 目 的 ： 　子どもを産み育てやすいまちづくりを推進するため、給食センターを安
定的に運用するとともに、学校給食に要する経費を補助することで、学校
給食のより一層の充実を図りながら児童及び生徒の心身の健全な発達に寄
与するために、基金の造成を行う。

継 続 特 別 事 業 の 内 容 ： 中種子町の小・中学校における学校給食費の補助及び学校給食セン
ターの運営

継 続 特 別 事 業 の 始 期 及 び 終 期 ： 令和６年１月から令和１４年５月まで

継 続 特 別 事 業 に 要 す る 経 費 の 総 額 ： 533,555,848円

基金造成額 基金処分額
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残　額

・学校給食センター
の運営
・小中学校の学校給
食費の補助

・学校給食センター
の運営
・小中学校の学校給
食費の補助

・学校給食センター
の運営
・小中学校の学校給
食費の補助

・学校給食センター
の運営
・小中学校の学校給
食費の補助

・学校給食センター
の運営
・小中学校の学校給
食費の補助

・学校給食センター
の運営
・小中学校の学校給
食費の補助

・学校給食センター
の運営
・小中学校の学校給
食費の補助

・学校給食センター
の運営
・小中学校の学校給
食費の補助

・学校給食センター
の運営
・小中学校の学校給
食費の補助

・学校給食センター
の運営
・小中学校の学校給
食費の補助



事 業 の 名 称 ：

変 更 理 由 ：

変 更 内 容 ： （変更前）

継続特別事業に要する経費の総額：128,088,000円

基金造成額：128,080,000円

継続特別事業の始期及び終期：令和６年１月から令和８年５月まで

（変更後）

継続特別事業に要する経費の総額：533,555,848円

基金造成額：529,610,000円

継続特別事業の始期及び終期：令和６年１月から令和１４年５月まで

理　　由　　書

馬毛島基地（仮称）関連再編関連特別事業（教育・スポーツ及び
文化の振興に関する事業：学校給食事業基金）

　給食センターの安定的に運用、学校給食に要する経費の補助に
より給食のより一層の充実が図られ児童及び生徒の心身の健全な
発達が好評なため、事業実施期間を延長する。
また、事業費見込み額の見直しを行う。


